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は じ め に
２００３年に国連統計委員会は，１９９３SNAの改訂を要求し，国民勘定に関する
事務局間ワーキンググループ（以後 ISWGNAと表記）に改訂作業の運営・管
理を委ねた。そして，２００３年に ISWGNAが準備し，国連統計委員会が承認し
た４４項目の課題リストを多様なチャンネルで検討する形で進行し，２００７年２
月の第３８回国連統計委員会において，課題リストに対する AEG（世界の統計
作成機関と中央銀行から選ばれた専門アドバイザーグループ）による勧告案の
ほとんどの項目が，一部の項目を除き，１）原案どおり採択された。
そして，２００８年２月の第３９回国連統計委員会において改訂文書の前半部分
である volume１（ただし，当時の名称は９３SNA Rev.１）が採択された。
その後，２００８年５月に改訂文書の名称が９３SNA Rev.１から２００８SNAに変
更され，２００９年２月の第４０回国連統計委員会で改訂文書の後半部分である
Volume２が採択された。
２００８SNA付録３（以後，付録３と表示）に変更ポイントの記述があるが，４４
項目課題リストに対する勧告と変更ポイントの間の関係は必ずしも明確ではな
い。この論文は，金融に関連する変更点を中心に，２つの関連を考察したもの
である。本論文では，付録３に於ける金融に関連する変更点を中心に変更点と
課題との関連を表にまとめ，それを解説する形で記述を展開しているが，その
変更点と課題との関連表は，作間氏より提供していただいた付録３の翻訳資料
から筆者が項目の一部の記述を抜粋し，それぞれの項目と４４の課題との対応
をチェックして作成した。Ｂ，Ｃ等のアルファベットは付録３の文節の番号で，
それぞれの文節はいくつかの変更項目から構成されている。詳しくは，付録３
本文を参照されたい。
なお，２００８SNAにおける変更の主要なポイント，変更の問題点，日本への
適用のあり方については光藤（２０１２）を参照されたい。
第１章 統計単位等の全制度部門に関わる変更点と
課題リストに対する勧告との関連
付録３は，ＡからＨまでの節からなり，Ａはイントロダクションで，９３SNA
と２００８SNAの章別編成の違いなどについての記述がある。文節Ｂの概要を表
にしたものが表１－１，表１－２，表１－３である。変更概要の部分は，かなり
ボリュームがある付録３をできるだけ簡略化するという意図の下，筆者が重要
だと思われる部分のみ抽出し，独自に作成したもので，正確を期す場合には，
付録３本文を参照していただきたい。
「Ｂ．統計単位の明確化と制度部門における改定事項」は，Ｂ１からＢ１０の
番号 変更点見出し 変更概要 ９３SNAでの表記 備考
Ｂ１
Ａ３．３
から
Ａ３．５
付 随 的 活 動（Ancillary
activities）を行う生産単
位が別個の事業所とみな
される場合
参照：５章 ５．４１～５．４２
別個の勘定が容易に入手可
能，地理的に異なる場所に
位置している場合。算出は
サービス提供先の中間消
費。
９３SNAでは主要事
業と一体の不可欠
部分。
課題
２５ａ
Ｂ２
Ａ３．６
親会社と異なる経済の居
住者でない限り，制度単
位とは見なされないみせ
かけの子会社（artificial
subsidiaries）
参照：４章 ４．６２～４．６４
親会社と同一国内に設立さ
れた，課税の回避，倒産時
の負債の最小化等のために
作られた架空会社。（タッ
クスヘイブン等外国に設立
された会社は，制度単位と
して扱う）
９３SNAに お け る
付随会社：（Ancil-
lary corporation）を
見せかけの子会社
に名称変更。
課題
２５ｂ
２５ｄ
表１－１．統計単位の明確化と制度部門における改定事項①
７６ 松山大学論集 第２４巻 第４－１号
１０個の項目で構成されている。
Ｂ１「付随的活動（Ancillary activities）を行う生産単位が別個の事業所とみ
なされる場合」からＢ７「子会社の大多数が属する制度部門に割り当てられる
本社（Head Office）」の変更は以下の５つの細目から構成される課題２５への勧
告を反映したものだと見なせる。
２５ａ．付随的単位
２５ｂ．持株会社，特別目的実体（SPE），信託
２５ｃ．多国籍企業の取り扱い
２５ｄ．非居住非法人単位
２５ｅ．非居住政府管理特別目的実体（SPE）
９３SNAでは，購入部門，販売部門，経理部門，計算機部門，修理部門等の
付随的活動は主要事業と一体の不可欠部分と考えられてきたが，２５ａに対する
勧告では，これらの生産単位を区別し，別個の事業所とみなすように勧告して
いる。これは，おそらく，研究開発部門の支出を特別に区分し，固定資本形成
とするという変更の影響だと思われるが，かえって混乱をもたらすことになる
かもしれない。これとの関係で，本社が独立の事業所とみなされることになる。
Ｂ２「親会社と異なる経済の居住者でない限り，制度単位とは見なされない
みせかけの子会社」，Ｂ３「制度単位として認識される非居住者単位の支店」，
Ｂ５「特別目的実体」及びＢ６「金融機関部門に割り当てる持ち株会社」は課題
２５ｂへの勧告を反映した変更である。
課題２５ｂは次のような内容である。「ここ１０年における金融市場や資産運
用に係る革新の一部として，資産を保有し負債を負うだけで生産活動には従事
しないいくつかの独立した主体が出現した。そうした主体は，新たな，または
現存する法的枠組みの下，特別な目的を持って組織されている。例えば，資産
負債の管理，再生機構，SPE，シェルカンパニー，有限責任パートナーシップ，
信託といったものである。これらの主体は，付属機関として扱われ関連企業に
統合されるべきだろうか，あるいは，独立した主体として扱われるべきだろう
９３SNA改訂過程の４４項目課題リストに対する勧告と
２００８SNA変更点との関連の考察 ７７
か。もし，独立した主体なのであれば，何れの部門に分類されるべきか。」こ
のような問いかけに対する答えとして，親会社と同一国内に設立されたペーパ
ーカンパニーは見せかけの子会社とし，独立の制度単位として扱わないが，別
の国に設立した場合は，所得税を納めている場合は支店という名前の制度単位
として扱うことになったようだ。また，専属金融機関，見せかけの子会社，政
府の特別目的単位以外の特別目的実体（SPE）も制度単位として取り扱うこと
になったようだ。
なお，管理活動を行っていない持株会社は専属金融機関に分類されるようだ
が，管理活動を行っている持株会社の場合どの部門に分類すべきか明確になっ
番号 変更点見出し 変更概要 ９３SNAでの表記 備考
Ｂ３
Ａ３．７
制度単位として認識され
る非居住者単位の支店
（Branch）
参照：４章 ４．４７
外国の会社所有の非法人企
業は非居住者単位の支店。
ただし，制度単位とみなさ
れるのは，相当規模の生産
に携わり，所得税を納めて
いる場合。
９３SNAで は，「所
在国の名目上の居
住者単位」と述べ
ているだけ。名称
はなかった。
課題
２５ｂ
２５ｄ
Ｂ４
Ａ３．３
から
Ａ３．５
複数領域で活動する企業
の居住地の明確化
参照：４章 ４．１３
識別が不可能な場合，その
活動する個々の経済領域に
すべての業務を案分するこ
とを勧告。
９３SNAに は 明 確
な指針なし。
課題
２５ｃ
Ｂ５
Ａ３．３
から
Ａ３．５
特別目的実 体（Special
Purpose Entities）
参照：４章，４．５５～４．５８
２２章，２２．５１～２２．５４
被用者が存在せず，非金融
資産も所有していない単位
を SPEと呼ぶ。制度単位と
して扱う。しかるべき部門
及び産業に割り当てられる。
９３SNAに は 明 確
な指針なし。
課題
２５ｂ
２５ｅ
Ｂ６
Ａ３．３
から
Ａ３．５
金融機関部門に割り当て
る持ち株会社
参照：４章 ４．４５
ISICの持株会社の定義「子
会社の全資産を保有する
が，管理活動は行っていな
い」。すべて金融機関部門
に分類。
９３SNAで は 企 業
グループの主たる
活動で分類。本来
は「本社」と呼ぶべ
きものを「持株会
社」としていた。
課題
２５ｂ
Ｂ７
Ａ３．３
から
Ａ３．５
子会社の大多数が属する
制度部門に割り当てられ
る本社（Head Office）
参照：４章 ４．５３
本社は，子会社のほとんど
が金融機関であれば金融機
関部門の補助機関。その他
の場合は，非金融法人企業。
９３SNAに は 明 確
な指針なし。
課題
２５ｂ
＊注ａ
表１－２．統計単位の明確化と制度部門における改定事項②
注ａ．持ち株会社と本社の区別がかえって不明確になっている。
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番号 変更点見出し 変更概要 ９３SNAでの表記 備考
Ｂ８
Ａ３．１７
非営利団体に対する内訳
部門の導入
参照：第４章 ４．３５，
４．９４，４．１０３，４．１２８
NPIを異なった内訳部門と
して識別し，全活動をまと
めた補足表を作成可能にす
る。
９３SNAで は NPI
の識別が不明確。
Ｂ９
Ａ３．１８
金融サービスの定義の拡
大
参照：４章 ４．９８
６章 ６．１５８
金融サービスには，モニタ
リング，種々の利便性の提
供便宜，流動性提供，リスク
の引き受け，アンダーライ
ティング，トレーディング
取引業務などが含まれる。
明示的金融サービス，暗黙
の金融サービスの双方に関
して，どのような場合にそ
れらを識別すべきかという
ことについ指針を提供。
９３SNAよ り も さ
らに明示的に金融
サービスを定義。
課題
６ａ
Ｂ１０
Ａ３．１９
から
Ａ３．２０
金融サービス，金融市場，
金融手段の新展開を反映
するための金融機関部門
の内訳部門設定の改定
参照：４章
４．９８～４．１１６
９つの内訳部門に分類され
る。ｉ中央銀行，中央銀
行を除く預金受入機関，
マネー・マーケット・ファ
ン ド（MMF），非MMF
投資ファンド，保険会社
および年金基金を除く他の
金融仲介機関，金融補助
機関，専属金融機関と貸
金業者，	保険会社（IC），

）年金基金（PF）。
９３SNAで は ５ つ
の部門。
ｉ中央銀行，預
金取り扱い機関，
保険会社および
年金基金を除く他
の金融仲介機関，
金融補助機関，
保険会社（IC）及
び年金基金（PF）。
課題
６ａ
表１－３．統計単位の明確化と制度部門における改定事項③
ているようには思われない。付録３の文面では，生産活動単位としての本社と
支社との関係と制度単位としての親会社と子会社との関係についての混同が見
受けられるような気がする。ISWGNAへの問い合わせが必要かもしれない。
Ｂ４「複数領域で活動する企業の居住地の明確化」は課題２５ｃ「多国籍企業
の取り扱い」への勧告を反映した変更である。「識別が不可能な場合，その活
動する個々の経済領域にすべての業務を案分すること」になった。
Ｂ８「非営利団体に対する内訳部門の導入」は，どの検討課題に対する勧告
を反映したものか不明である。非営利団体に対する内訳部門の導入は，推計担
当者には作業が増えてたいへんだが，NPOの研究者にとっては朗報だろう。
９３SNA改訂過程の４４項目課題リストに対する勧告と
２００８SNA変更点との関連の考察 ７９
次のＢ９「金融サービスの定義の拡大」とＢ１０「金融サービス，金融市場，
金融手段の新展開を反映するための金融機関部門の内訳部門設定の改定」は，
課題６ａ「金融サービス」への勧告を反映した変更である。課題６ａの問いは
以下のようである。
「金融機関の業務内容において重要度の低下した単純な仲介業務から，重要
度が増加した保有利得を生成するための金融資産ポートフォリオ管理に軸足を
移す構造的な変化が進行している。金融機関及び金融サービスの定義が再検討
され，SNAにおいてすべての金融活動が適切に捕捉されるようにしなければ
ならない。その再検討は，数量ベースでの金融サービス生産の測定をも包含す
ることになるだろう。」
課題６ａが設定され，それへの勧告が準備されたのはサブプライム・ショッ
クに端を発した世界同時不況以前であり，金融サービスの内容がリスクの引き
受けなども含めた広い内容になっている。しかし，世界同時不況後には，金融
サービスを金融仲介業務に限定する方向に回帰しつつあるようであり，この点
に関して，２００８SNAが修正されるかもしれない。
第２章 「Ｃ．各取引項目の範囲設定のよりいっそう詳しい説明，
生産境界を含む」と課題リストに対する勧告の関連の概要
２００８SNAでは，研究開発を付随的活動ではなく知識格納生産物を生産する
主要な生産活動とすることにし，その活動の成果を中間投入ではなく固定資本
形成と見なし，投入した研究開発費で金額を評価することに変更した。
Ｃ１「付随的活動ではない研究開発」は，課題９「研究開発（R & D）」への
勧告を反映したものであるが，この変更は，作間（２００８）が指摘しているよう
に，９３SNA時点で広く議論された上で否定されたものであるにもかかわらず
今回強引に導入されたものである。研究開発の取り扱いの変更は，２００８SNA
のもっとも影響が大きいと思われる変更点であるが，変更の内容の詳細，問題
点については光藤（２０１２）を参照されたい。
８０ 松山大学論集 第２４巻 第４－１号
Ｃ２「間接的に計測される金融仲介サービス（FISIM）に関する推計方法の
改善」は，課題６ａ「金融サービス」に対する勧告を反映したものであり，金
融機関の自己資金による運用益も FISIMの対象にして，FISIMによる GDPの
増加をもたらす変更である。前述のごとく，サブプライム・ショックに端を発
した同時不況の後，この回答に関する再検討が進んでおり，この項目は国連統
計委員会で修正される可能性がある。
Ｃ３「中央銀行の算出の明確化」は課題６ｂ「中央銀行の産出額の配分」に対
する勧告を反映したものである。世界の中央銀行は多様で，日銀のように金融
仲介業務をしていないもの，それをしているものの両者が存在するようだ。
２００８SNAに従うと，日銀のサービスは政府サービスと同様に費用で推計する
番号 変更点見出し 変更概要 ９３SNAでの表記 備考
Ｃ１
Ａ３．２１
から
Ａ３．２３
付随的活動では
ない研究開発
参照：６章
６．２０７
「研究開発は系統的に行われる創
造的作業である。」「とはいえ，人
的資本を SNA上の資産に含める
ところまでは，議論を拡張しな
い。」
研究開発活動の成果は知識格納生
産物。
（Knowledge-Capturing products）
９３SNAでは，付随
的活動をこえて副
次的活動とみなす
べき例（コンピュ
ータ処理等）の指
摘あり。
課題９
Ｃ２
Ａ３．２４
から
Ａ３．２７
間接的に計測さ
れる金融仲介サ
ービス（FISIM）
に関する推計方
法の改善
参照：６章
６．１６３～６．１６５
計算式がいくつか変更。金融仲介
機関について，仲介されたものだ
けでなく，すべての貸付・預金が
含まれる。参照利子率はサービス
の要素を含むべきでなく，貸付お
よび預金のリスクとマチュリティ
の構成を反映すべきである。
９３SNAで は 財 産
所得の受取は，自
己資金による投資
による受け取り分
を除外していた。
課題６ａ
Ｃ３
Ａ３．２８
から
Ａ３．３１
中央銀行の算出
の明確化
参照：６章
６．１５１～６．１５６
７章
７．１２２～７．１２６
中央銀行が生産するサービスは，
大きく分けて，金融仲介，金融政
策サービス，金融機関に対する監
督サービスの三つのグループに分
けられる。０８SNAは，活動レベ
ルが勘定全体にとって重要である
時，このような異なるサービスを
生産する中央銀行の単位を別々の
事業所として識別するように勧告
する。
９３SNAでは，金融
仲介サービスの形
で推計することを
勧告。
課題６ｂ
表２－１．Ｃ．各取引項目の範囲設定のよりいっそう詳しい説明，生産境界を含む①
９３SNA改訂過程の４４項目課題リストに対する勧告と
２００８SNA変更点との関連の考察 ８１
ことになる。９３SNAでは，金融仲介サービスの形で推計することを勧告して
いたが，負の異常値が発生するなどの問題が判明。９５年に費用で産出を測定
することも可能と勧告を改定していた。今回の変更はそれの追認及び明確化と
解することができる。
番号 変更点見出し 変更概要 ９３SNAでの表記 備考
Ｃ４

Ａ３．３２
から
Ａ３．３７
非生命保険サ
ービス産出の
記録の改善
参照：６章
６．１８４～６．１９０，
６．１９９
１７章
１７．１３～１７．４２
非生命保険活動の産出は，調整
済み保険金および調整済み追加
保険料を使用して計算するよう
に勧告する。この方法を適用す
る場合，受取純保険料と調整済
み保険金とは，各期において必
ずしも同じでなくなる。
大災害に伴う保険金など例外的
に多額の保険金に対しては，通
常の経常取引でなく資本移転と
して記録する。
０８SNAは，用 語 を「支 払（事
由の発生した）保険金（claims
due）」から「発生保険金（claims
incurred）」へ変更。
９３SNAでは，保険活動の
産出額は保険料と保険金
の差額を使用して計算。
課題５
Ｃ５
Ａ３．３８
から
Ａ３．３９
再保険を元受
保険と同様に
扱う
参照：６章
６．２００
１７章
１７．５６～１７．６５
元受保険業者と再保険業者間の
取引はまったく別の取引として
記録し，元受保険業者と再保険
業者との間の取引は，連結を行
わずに記録する。
再保険会社が生産するサービス
は，元受保険業者による中間消
費として扱う。
９３SNAでは再保険取引
は元受保険の取引とは連
結されており，そのた
め，元受保険と再保険と
の区別はしめされていな
かった。
課題５
Ｃ６
Ａ３．４１
家計と法人企
業の自己最終
使用のための
産出額の評価
に資本収益を
含める
参照：６章
６．１２５
０８SNAは，自己最終使用のため
に家計および法人企業が生産し
た財・サービスの産出額を推計
する際，比較できる市場価格が
ない場合に産出額を推計するた
めに費用合計を用いるアプロー
チを使用する時，資本収益を費
用合計の一部として含めること
が適切だとして勧告する。しか
し，非市場生産者が自己最終消
費のための生産を行う時には，
資本収益は含めない。
９３SNAでは，家計および
法人企業が自己最終支出
に向けて生産した財・サ
ービスが費用合計額で推
計される時，その推計に
は資本収益を含めなかっ
た。
課題１６
表２－２．Ｃ．各取引項目の範囲設定のよりいっそう詳しい説明，生産境界を含む②
８２ 松山大学論集 第２４巻 第４－１号
Ｃ４「非生命保険サービス産出の記録の改善」とＣ５「再保険を元受保険と同
様に扱う」は，課題５「非生命保険」に対する勧告を反映したものである。課
題５ は，９．１１のテロ事件の後に生じた損害保険会社に対する巨額の請求によ
り，９３SNAに従って計算した損害保険会社のサービス産出額がマイナスにな
るという事態への対応のあり方を問うたものである。保険サービス生産自体
は，急激な変動をする性格のものではないと考えられるので，巨大損失が発生
するたびに保険サービス額が変動する推計方式は好ましくない。ただし，２００８
SNAでは産出推計に関して，「期待値アプローチ」，「会計アプローチ」，「費用
アプローチ」という３つのアプローチを勧告しているが，これは，銀行サービ
スなどにも応用できるのではないかと思われる。２００８SNAでは，FISIMの推
計では費用アプローチを容認していないが，非生命保険の産出推計方式の勧告
と整合性がないように思う。
Ｃ６「家計と法人企業の自己最終使用のための産出額の評価に資本収益を含
める」は課題１６「政府と非市場生産者：自己資産の資本コスト」に対する勧
告を反映したものと見なせる。課題１６は以下のような内容である。
「非市場生産者の生産額を計測するために費用を合計するときに，９３SNAで
は，生産者の自家所有資産から提供されたサービスの価値を固定資本減耗とし
て計測すべきだとしていた。このことは，これらの資産からの資本収益も資本
の機会費用も認識されないことを意味する。このことは，資産が貸し出された
場合に支払われなければならない賃貸料の計算と一貫性がなくなる。SNAの
勧告が変更され，固定資本減耗のコストを資本サービスに変更すべきか？」
これに対して，AEGは変更すべきだという回答をだしていたが，いくつか
の国から反対意見があり，議論の結果，最終的にＣ６で示されているように，
家計と法人企業においてのみ自己最終使用のための産出額の評価に資本収益を
含めることになり，結果的に課題１６は否定され，政府と非市場生産者におい
ては，これまで通りの推計でよいことになった。
９３SNA改訂過程の４４項目課題リストに対する勧告と
２００８SNA変更点との関連の考察 ８３
第３章 「Ｅ．金融手段と金融資産の扱いおよび定義に対する
追加改良点」と課題リストに対する勧告の関連
２００８SNAの序文で金融セクターに関する主要な変更点として以下の点があ
げられている。
 最も急速な変化が起こっている金融セクターの状況に対応して，金融サ
ービスに関するより一層包括的な全体像を提供している。
 金融デリバティブに於ける取り扱いの変更。金融資産境界がデリバティ
ブを含むように拡大され，スワップ取引，現先取引等に関わるフローの流
れは利子フローとしてではなく金融取引として記録されることになる。
 非生命保険サービスの測定の仕方が地震等の巨大な支払が発生する状況
にも対応できるように変更された。
 間接的に計測される金融仲介サービス（FISIM）に関する推計方法の改
善（参照：Ｃ２）。
 年金受給権の記録に関する勧告の変更（「金融セクターに関する変更の
中で，最も大きな変更」（序文，xlviii））。年金受給権は，必要な資産が別
制度で管理されているか否かによらず，家計に対する負債とすることに
なった。
以上が，主要な変更点であるが，以下においてこれらの変更点と課題リスト
に対する勧告の関連について詳述していきたい。
Ｅ１「証券現先取引の扱いの明確化」は，課題１「現先取引」に関する勧告を
反映した変更である。現先取引は近年急速に発展しており，定義がまだ定まっ
ていないが，９３SNAにおける規定が現状に合わなくなった点に限定して変更
がされた。すなわち，継続してレポを担保付貸付として扱い，レポの対象とな
る証券が転売されることの可能性を認め，その場合の計上方法を定めている。
Ｅ２「被用者自社株購入権の扱いの記述」は，課題３「被用者自社株購入権」
に関する勧告を反映した変更である。これは，アメリカなどで近年急速に広
８４ 松山大学論集 第２４巻 第４－１号
がったストックオプションのことで，９３SNAにこの取り扱いに対する指針が
なかった。０８SNAでは，被用者自社株購入権は雇用者報酬の現物給付とする
ことになったが，このような取り扱いは国民経済計算体系全体に影響を及ぼす
ことになる。今回の改訂の重要な変更の１つと見なせるだろう。
Ｅ３「ノンパフォーミング貸付の扱いの精緻化」は，課題４ａ「ノンパフォー
ミング貸付（いわゆる，不良債権）」，課題４ｂ「貸付と預金の価額評価：不良
債権の償却と実質利息」及び３８ｃ「延滞債務への発生主義の適用」に関する勧
告を反映した変更である。０８SNAでは，「ノンパフォーミング貸付を引き続き
主要勘定中に名目的な価値で記録し，貸付が返済されるか，または相互の合意
の下に抹消するまで，発生利子を計上すると」ことにし，かつ，ノンパフォー
番号 変更点見出し 変更概要 ９３SNAでの表記 備考
Ｅ１
Ａ３．９４
から
Ａ３．９５
証券現先取引の扱い
の明確化
参照：第１１章
１１．７４～１１．７７
０８SNAでは，証券現先取引お
よび金貸付，金預金に関する
説明が追加されている。
０８SNAも，継続してレポを担
保付貸付として扱い，レポの
対象となる証券が転売される
可能性を認識している。レポ
対象証券が転売される場合，
二重計上を避けるために貸し
手に負の資産を記録する。
９３SNAの 該 当 箇
所では，レポ対象
証券の転売は認め
られないか，実際
に行われないと示
唆していた。
課題１
Ｅ２
Ａ３．９６
Ａ３．９７
被用者自社株購入権
の扱いの記述
参照：第１１章
１１．１２４
第１７章
１７．３８４～１７．３９８
被用者自社株購入権（被用者
ストックオプション）の取引
は，自社株購入権の価値で示
される被用者報酬を構成する
一要素の対応項目として，そ
れを金融勘定に記録すること
を勧告する。
９３SNAは，被用者
自社株購入権の取
り扱いに対する指
針を提供しなかっ
た。
課題３
Ｅ３
Ａ３．９８
から
Ａ３．１０１
ノンパフォーミング
貸付の扱いの精緻化
参照：第１１章
１１．１２９
第１３章
１３．６６～１３．６８
０８SNAでは，毀損した（ノ
ンパフォーミングの）貸付の
取り扱いに関する指針が精緻
化されている。
９３SNAは，ノンパ
フォーミング貸付
の記録に関して適
用すべき基準を提
供しなかった。
課題４ａ
課題４ｂ
課題３８ｃ
表３－１．Ｅ．金融手段と金融資産の扱いおよび定義に対する追加改良点
９３SNA改訂過程の４４項目課題リストに対する勧告と
２００８SNA変更点との関連の考察 ８５
ミングとみなされる貸付の名目額とその市場価値相当額という２つのメモ項目
を記載するように勧告している。
Ｅ４「保証の取り扱いの精緻化」は，勧告が出された以降に議論され，追加
された変更点である。２００８年後半に保証を貸付以外の金融手段にまで拡大す
ることが議論され，保証を以下の３つの種類に分類し，種類に応じて異なった
取り扱いをすることにしている。
１．金融派生商品による保証（クレジット・デフォルト・スワップ等）。
２．標準化された保証（輸出信用保証，学資保証等）。非生命保険と同様に
取り扱う。
３．単発保証。偶発資産・負債として取り扱う。
Ｅ５「指数連動債務証券の取り扱いの精緻化」は，課題４３ａ「指数連動債務
証券の取り扱い」に関する勧告を反映した変更である。９３SNAでは，指数連
動債務証券に関する取引を記録する指針は，的確に述べられていなかったが，
０８SNAでは，２つのアプローチを勧告している。一般物価指数のような広範な
価格変動を反映した比較的変動がゆるやかな指数に連動する場合には償還後に
利子額を確定することを勧告し，これに対して変動が激しい個別の価格指数に
連動する場合には，発行時に利子発生割合を固定し，指数の期待経路からの偏
差は，保有利得または保有損失として扱うことを勧告している。
Ｅ６「外国通貨にインデクセーションされた債務証券の扱いの改定」は，課
題４３ｂ「外国通貨にインデクセーションされた債務証券の扱い」に関する勧告
を反映した変更である。９３SNAでは，外貨建て債務証券の場合，為替レート
の変動から生じる元金価値の自国通貨表示額の変動を保有利得（非取引）とし
て扱うよう勧告していた。しかし，外貨にインデクセーションされた債務証券
の場合，そのような変動は利子（取引）として扱うとも，されており，混乱を
招いていた。０８SNAでは，両者を同じ物として扱うことにした。
Ｅ７「未上場持分評価の柔軟性」は，勧告が出された以降に議論され，追加
された変更点と思われる。９３SNAは，未上場株式・持分の評価に関して，比
８６ 松山大学論集 第２４巻 第４－１号
較可能な上場株式の株価を使用するなど，幾分限定的な指針を提供していた
が，０８SNAでは，最近の取引価格や純資産価値，さらに，現在価値収益率ま
たは株価収益率（PER）を利用すること，企業が報告した帳簿価格に統計作成
者がマクロレベルの調整を施すこと，帳簿価格の自己資金を用いること，世界
規模で活動する企業価値を配分することなど柔軟な指針を提供している。
Ｅ８「消費寄託金口座を金融資産および負債として扱う」は，課題４３ｄ「証
券貸付及び金借入に対する支払手数料」に関する勧告を反映した変更である。
純金積立商品などの保管方法には「特定保管」（寄託）と「消費寄託」がある
が，後者の支払手数料は利子の性格を持っており，０８SNAは消費寄託金口座
を金融資産および負債として扱うように勧告している。
Ｅ９「貨幣用金と金地金の定義の改定」は，課題４３ｄ「証券貸付及び金借入
に対する支払手数料」に関する勧告を反映した変更である。この貨幣用金の定
番号 変更点見出し 変更概要 ９３SNAでの表記 備考
Ｅ４
Ａ３．１０２
から
Ａ３．１０６
保証の取り扱
いの精緻化
参照：第１７章
１７．２０７
から
１７．２２４
保証に３つの種類があること
が認識され，その取り扱いに
対する指針が提供されてい
る。
１．金融派生商品による保証
（クレジット・デフォルト・
スワップ等）。
２．標準化された保証（輸出信
用保証，学資保証等）。
３．単発保証。
保証を偶発負債とし
て扱っており，した
がって，保証に基づ
く支払いが行われる
まで，保証の存在を
まったく記録しな
かった。
２００８年後半に
保証を貸付以
外の金融手段
にまで拡大す
ることが議論
される。
Ｅ５
Ａ３．１０７
から
Ａ３．１１０
指数連動債務
証券の取り扱
いの精緻化
参照：第１７章
１７．２７４
から
１７．２８２
各会計期間に配分される発生
利子の決定に対して２つのア
プローチを勧告する。
 一般的物価指数（broad
index）と連動している場合：
インデクゼーション後。
 連 動 が 限 ら れ た 指 数
（narrow index）に対するもの
の場合：発行時に固定，期待
経路からの偏差は保有利得・
損失。
指数連動債務証券に
関する取引を記録す
る指針は，的確に述
べられていなかっ
た。
課題４３ａ
表３－２．Ｅ．金融手段と金融資産の扱いおよび定義に対する追加改良点②
９３SNA改訂過程の４４項目課題リストに対する勧告と
２００８SNA変更点との関連の考察 ８７
義の変更は，特定保管または消費寄託金口座の新しい認識に基づいて行われた
ものである。
Ｅ１０「特別引出権を負債として認識する」は，勧告が出された以降に議論さ
れ，追加された変更点と思われる。９３SNAでは SDRを金と同じく，対応する
負債のない資産として分類していたが，０８SNAでは，SDRを負債のある債権
として認識し，金と区別して別々の小項目として表示するよう勧告している。
Ｅ１１「預金と貸付の区別」も，勧告が出された以降に議論され，追加された
変更点と思われる。引き続き貸付と預金を区別するが，取引に対する当事者が
双方とも銀行である場合，貸付と預金との区別の曖昧さを避ける目的で「イン
ターバンク・ポジション」のカテゴリーを導入するよう勧告している。
番号 変更点見出し 変更概要 ９３SNAでの表記 備考
Ｅ６
Ａ３．１１１
から
Ａ３．１１２
外国通貨にイ
ン デ ク セ ー
ションされた
債務証券の扱
いの改定
参照：第１７章
１７．２８１
元金およびクーポン支
払いが外国通貨にイン
デクセーションされた
債務証券は，その証券
が外国通貨建て証券で
あるかのように分類
し，取り扱うことを勧
告する。
９３SNAは，外貨建て債務証
券の場合，為替レートの変
動から生じる元金価値の自
国通貨表示額の変動を保有
利得（非取引）として扱う
よう勧告していた。しか
し，外貨にインデクセー
ションされた債務証券の場
合，そのような変動は利子
（取引）として扱うとも，
されていた。
課題４３ｂ
Ｅ７
Ａ３．１１３
から
Ａ３．１１４
未上場持分評
価の柔軟性
参照：第１３章
１３．６９
から
１３．７０
０８SNAは，未上場持分
の代替的評価方法に関
して柔軟な指針を提供
している。
９３SNAは，未上場株式・
持分の評価に関して，比較
可能な上場株式の株価を使
用するなど，幾分限定的な
指針を提供していた。
対応する課題
番号は見当た
らない。
Ｅ８
Ａ３．１１５
消費寄託金口
座を金融資産
および負債と
して扱う
消費寄託金口座（unal-
located gold accounts）
を金融資産および負債
として扱い，もしそう
した金建て預金が非居
住者に対するものな
ら，外貨預金に分類す
ることを勧告する。
９３SNAも BPMでもこれに
関する議論はされてこな
かった。
課題４３ｄ
表３－３．Ｅ．金融手段と金融資産の扱いおよび定義に対する追加改良点③
８８ 松山大学論集 第２４巻 第４－１号
Ｅ１２「証券貸付と金貸付に対する手数料」は，課題４３ｄ「証券貸付及び金借
入に対する支払手数料」に関する勧告を反映した変更である。これらの手数料
に関しては９３SNAでは指針を与えていなかったが，０８SNAは慣行としてすべ
て利子として記録することを勧告している。
Ｅ１３は２００８SNAにおける金融資産の分類で９３SNAにおけるそれとは以下
の点が異なっている。
番号 変更点見出し 変更概要 ９３SNAでの表記 備考
Ｅ９
Ａ３．１１６
から
Ａ３．１１７
貨幣用金と金
地金の定義の
改定
参照：第１１章
１１．４５
から
１１．４６
貨幣用金は，通貨当局が権
利をもち，準備資産として
保有する金として定義さ
れ，金地金および非居住者
に対して保有する消費寄託
金口座で構成される。
特定保管金属口座また
は消費寄託金属口座に
ついて説明していな
い。
課題４３ｄ
課題４４
Ｅ１０
Ａ３．１１８
から
Ａ３．１１９
特別引出権を
負債として認
識する
参照：第１１章
１１．４７
から
１１．４９
国際通貨基金が発行する特
別引出権（SDR）を，SDR
を保有する国の資産であ
り，集合的に考えられた制
度の参加者全体に対する債
権として扱うこと，さらに，
SDRの配分および抹消を
取引として記録することを
勧告する。
SDRを対応する負債
のない資産として分類
していた。
対応する課題
は不明。
Ｅ１１
Ａ３．１２０
預金と貸付の
区別
参照：第１１章
１１．５６
引き続き貸付と預金を区別
する。取引に対する当事者
が双方とも銀行である場合，
貸付と預金との区別の曖昧
さを避ける目的で「インタ
ーバンク・ポジション」の
カテゴリーを導入する。
貸付と預金を区別して
いたが，「インターバン
ク・ポジション」のカ
テゴリーはなかった。
対応する課題
は不明。
Ｅ１２
Ａ３．１２１
から
Ａ３．１２２
証券貸付と金
貸付に対する
手数料
参照：第１７章
１７．２５４
証券貸付に使用する証券の
所有者，さらに金貸付（特
定保管の場合でも，消費寄
託の場合でも）に使用する
金の所有者に対して支払わ
れた手数料は，慣行として
すべて利子として記録する
ことを勧告する。
証券貸付および金貸付
に対し払われる手数料
という課題については
指針を与えなかった。
課題４３ｄ
表３－４．Ｅ．金融手段と金融資産の扱いおよび定義に対する追加改良点④
９３SNA改訂過程の４４項目課題リストに対する勧告と
２００８SNA変更点との関連の考察 ８９
 大分類項目の「貨幣用金と SDR」の内訳が，中分類項目の「貨幣用金」
と「SDR」に区分されて表示されることになった。
 中分類項目である「通貨性預金」の内訳が，小分類項目の「インターバ
ンク・ポジション」と「その他の通貨性預金」に区分されて表示されるこ
とになった。
 大分類項目である「株式以外の証券」の名称が「債務証券」に変更され
た。
 大分類項目である「株式及び持分」の名称が「持分及び投資ファンドシェ
ア」に変更されると共に中分類項目，小分類項目が新設された。
 大分類項目である「保険技術準備金」の名称が「保険，年金および標準
化された保証制度」に変更され，中分類も変更された。
 新たに大分類項目「金融派生商品と被用者自社株購入権」が導入され，
そして，その内訳として，いくつかの中分類項目が新設された。
 大分類項目「その他の受取債権／債務」の内訳として中分類項目の「企
業間信用・前払」が新設された。
Ｅ１４「経済的所有権に基づくファイナンシャル・リースとオペレーティン
グ・リースの区別」は，課題２１「契約，リース，ライセンス」に関する勧告
を反映した変更である。９３SNAでは，オペレーティング・リースとファイナ
ンシャル・リースの区別は，単にリース期間の長さの問題であると解釈されて
いたが，０８SNAでは，レシー（賃借人）が当該資産の経済的所有者であるか
否かによって，オペレーティング・リースとファイナンシャル・リースとが区
別されるとしている。
Ｅ１５「年金受給権の記録に関する勧告の変更」は，課題２「雇用者の年金制
度」に関する勧告を反映した変更である。９３SNAを再検討する過程で，公的
年金に対する受給権の考えが一般化された。すなわち，「０８SNAでは，雇用に
関連する年金の受給権は，法的強制力をもって実施されることが予想される，
または，そうなりそうだと思われる，契約上の取り組みである，とされてい
９０ 松山大学論集 第２４巻 第４－１号
る。そうした年金受給権は，必要な資産が別制度で管理されているか否かによ
らず，家計に対する負債とする。」
０８SNAの金融資産の分類 ９３SNAでの金融資産の分類 備考
貨幣用金と SDR
貨幣用金
SDR
現金・預金
現金
通貨性預金
インターバンク・ポジション
その他の通貨性預金
その他の預金
債務証券
短期
長期
貸付
短期
長期
持分および投資ファンドシェア
持分
上場株
非上場株
その他の持分
投資ファンドシェア／ユニット
MMFシェア／ユニット
その他の投資ファンド
シェア／ユニット
保険，年金および標準化された保証制度
非生命保険契約準備金
生命保険および年金保険受給権
年金受給権
年金基金の対年金管理者
債権
非年金給付受給権
金融派生商品と被用者自社株購入権
金融派生商品
オプション
フォワード
被用者自社株購入権
その他の受取債権／支払債務
企業間信用・前払
その他の受取債権／支払債務
貨幣用金と SDR
現金・預金
現金
通貨性預金
その他の預金
株式以外の証券
短期
長期
貸付
短期
長期
株式及び持分
保険技術準備金
生命保険準備金および年金基金に
関する家計の持ち分
保険料の前払いおよび未払い保険
金に対する準備金
その他の受取債権／支払債務
売上債権および買入債務
その他
メモ項目
耐久消費財
海外直接投資
課題４４
Ａ３．１２３
から
Ａ３．１２４
参照：
１１章
表３－５．Ｅ１３金融資産の分類（Ｅ－⑤）
注．下線部分は，９３SNAからの変更部分
９３SNA改訂過程の４４項目課題リストに対する勧告と
２００８SNA変更点との関連の考察 ９１
なお，原則として，確定給付型年金に於いても，将来の受給権総額に対応す
る金額を負債として計上するべきだが，各国で公的年金と社会保障制度の区分
がまちまちであるため，「年金に関する補足表」を別掲することを条件に，コ
ア勘定に計上する負債総額については，ある程度各国の判断に委ねる余地を残
した形になっている。すなわち，「政府が社会保障を通じて提供する年金に関
しては，上述した標準表の手続きから離れることに幾分の柔軟性をもたせてい
る。これは，年金が社会保障によって提供される場合と，その他の雇用関連制
度から提供される場合とを区別する境界線の位置が，国によってかなり異なる
ためである。そこで，補足表で，年金の包括的な分析に求められるすべての情
報が提供されるべきである。その表では，基金か無基金かによらず，また社会
番号 変更点見出し 変更概要 ９３SNAでの表記 備考
Ｅ１４
Ａ３．１２５
から
Ａ３．１２６
経済的所有権
に基づくファ
イ ナ ン シ ャ
ル・リースと
オペレーティ
ング・リース
の区別
参照：第１７章
１７．３０１
から
１７．３０９
０８SNAは，リースとラ
イセンスの適切な取り扱
いの原則を概観的に提示
した。レシー（賃借人）
が当該資産の経済的所有
者であるか否かによっ
て，オペレーティング・
リースとファイナンシャ
ル・リースとが区別され
るとしている。
オペレーティング・リースと
ファイナンシャル・リースの
区別は，単にリース期間の長
さの問題であると解釈されて
いた。
課題２１
Ｅ１５
Ａ３．１２７
から
Ａ３．１３５
年金受給権の
記録に関する
勧告の変更
参照：第１７章
１７．１１６
から
１７．２０６
雇用に関連する年金の受
給権は，法的強制力を
もって実施されることが
予想される，または，そ
うなりそうだと思われ
る，契約上の取り組みで
ある，とされている。そ
うした年金受給権は，必
要な資産が別制度で管理
されているか否かによら
ず，家計に対する負債と
する。
基金型の「民間」制度に対し
てのみ，貸借対照表上で年金
義務を認識していた。このた
め，社会保障や無基金の被用
者制度などの多くの年金制度
の活動は，金融資産／負債の
認識には結びつかなかった。
さらに，認識される年金負債
は利用できる基金に限定して
認識され，被用者その他が当
該制度に対してもつ債権に
よって決定されることはな
かった。
課題２
表３－６．Ｅ．金融手段と金融資産の扱いおよび定義に対する追加改良点⑥
９２ 松山大学論集 第２４巻 第４－１号
保障が含まれ，民間および政府のすべての年金制度の負債と関連フローが示さ
れる。」とされている。
第４章 「政府と公的部門に関する取引範囲の詳述」と
課題リストに対する勧告との関連
２００８SNAの序文で一般政府と公的部門に関連した主要な変更点として以下
の点があげられている。
 民間／公共／政府部門間の境界の明確化。
 公的法人企業からの例外的支払いを持分の引き出しとして記録するこ
と。
 PPP（官民パートナーシップ）に関する取り扱いの明確化。再建機構
（restructuring agencies）の取り扱いの詳述。
 一般政府と関連する公的企業及び証券化実体（securitization vehicles）の
取引が明瞭化され，政府債務に重大な影響をもたらす項目の記録が改良さ
れた。
 政府保証の取り扱いの明確化。輸出信用や学資保証のような標準化され
た保証に関する新しい取り扱いが導入された。
以上が，主要な変更点であるが，以下においてこれらの変更点と課題リストに
対する勧告の関連について詳述していきたい。
Ｆ１「民間／公共／政府部門間の境界の明確化」は，課題３６「民間／公共／
政府部門の境界区分」に関する勧告を反映した変更である。９３SNAでは，民
間／公共／政府部門間の区分の基準として，２つの要素，すなわち「政府によ
るコントロールの程度」と「経済的に有意義な価格」が提示されていたが，特
別目的実体（SPVs）などを分類する際には不明朗な点があった。０８SNAでは，
これらの要素を説明するいくつかの指標を提示し，より明快な区分ができるよ
うにしている。
Ｆ２「再建機構（Restructuring agencies）の取り扱いの詳述」は，課題３６「民
９３SNA改訂過程の４４項目課題リストに対する勧告と
２００８SNA変更点との関連の考察 ９３
間／公共／政府部門の境界区分」に関する勧告と課題２５ｂ「持株会社，特別
目的実体（SPE），信託」に関する勧告を反映した変更である。９３SNAでは，
再建機構の取り扱いに対する指針を提供していなかったが，０８SNAで初めて
提供した。
Ｆ３「政府発行許可証の取り扱いの明確化」は，課題２１「契約，リース及び
ライセンス」及び課題３５「税収，未納税金及び税額控除」に関する勧告を反
映した変更である。９３SNAには政府発行許可証の取り扱いは不明確であった
が，０８SNAでは「政府が所有する原資産の使用と関係する」かどうか「合法
番号 変更点見出し 変更概要 ９３SNAでの表記 備考
Ｆ１
Ａ３．１３６
民間／公共／政府
部門間の境界の
明確化
参照：第４章
４．２５，
４．７７
から
４．８０，
第２２章
政府の権力，動機，機能が経済
の他の部門のそれとは異なって
おり，また政府が異なる制度単
位を通して業務を編成している
ことを認識し，一般政府と公的
法人企業の区別をするため追加
指針を提供する。
９３SNAにはこの点
の記述はない。
課題３６
Ｆ２
Ａ３．１３７
から
Ａ３．１３８
再建機構
（Restructuring
agencies）の取り
扱いの詳述
参照：第２２章
２２．４７～２２．５０
公的単位の中には，政府による
支配の有無を問わず，法人企業
の事業再構築を業務とするもの
がある。公的再建機構の例とし
て以下の２つを掲げる。公的
部門の再編および民営化の間接
的管理に携わるもの，主に，
銀行危機またはその他の金融危
機を背景とする傷ついた資産の
処理に関わるものである。０８
SNAでは，再建機構の取扱い
に関する指針を提供している。
９３SNAで は，再 建
機構の取り扱いに対
する指針を提供して
いなかった。
課題３６
課題２５ｂ
Ｆ３
Ａ３．１３９
から
Ａ３．１４０
政府発行許可証
の取り扱いの明
確化
参照：第２２章
２２．８８
から
２２．９０
政府が所有する原資産の使用と
関係するものでないなら税金。
ライセンスが合法的に，かつ実
際に第三者へ譲渡可能であるな
らば，契約・リース・ライセン
スのカテゴリーで資産として分
類される。
９３SNAには政府発
行許可証の取り扱い
は不明確であった。
課題２１
課題３５
表４－１．Ｆ．政府と公的部門に関する取引範囲の詳述①
９４ 松山大学論集 第２４巻 第４－１号
的に，かつ実際に第３者に譲渡可能かどうか」という基準で，税金と資産の分
類することを勧告している。
Ｆ４「公的法人企業からの例外的支払いを持分の引き出しとして記録するこ
と」は，課題３４「公的企業と政府による移転：株式投資及び資本注入による
収益」に関する勧告を反映した変更である。９３SNAでは，政府の公的法人企
業からの例外的支払いの取り扱いは公的準法人企業からの例外的支払いとの間
で，取り扱い方に差異があったが，０８SNAでは持分の引き出しとして記録する
ことに統一された。
番号 変更点見出し 変更概要 ９３SNAでの表記 備考
Ｆ４
Ａ３．１４１
から
Ａ３．１４２
公的法人企業
からの例外的
支払いを持分
の引き出しと
して記録する
こと
参照：第２２章
２２．１３５
公的法人企業からの例外的
支払いが，蓄積された準備
金または資産の売却によっ
てなされる場合，持分の引
き出しとして記録すること
を勧告する。
この点に関して，９３SNAの
指針は，法人企業と準法人
企業では異なっている。公
的法人企業の例外的支払い
は，配当の定期的支払いと
して記録され，公的準法人
企業の同様の支払いは，持
分の引き出しとして記録さ
れる。
課題３４
Ｆ５
Ａ３．１４３
から
Ａ３．１４４
政府の公的準
法人企業に対
する例外的支
払いを資本移
転として扱う
参照：第２２章
２２．１３８
累積赤字を補う政府の公的
準法人企業に対する例外的
支払いは，公的法人企業に
関するのと同様に資本移転
として扱うことを勧告する。
しかし，財産所得のかたち
でのたしかな収益期待があ
り，そうした明確な商業的
見通しのもとにそれがなさ
れる時には，持分の追加と
して記録されるべきである。
９３SNAでは，政府の公的法
人企業に対する例外的支払
いは資本移転として記録さ
れたが，政府の公的準法人
企業に対する例外的支払い
は，持分の追加として記録
された。
課題３４
Ｆ６
Ａ３．１４５
から
Ａ３．１４６
税の発生主義
による記録
税の記録に関して発生主義
ベースを用いることを確認
する。しかし，徴収不能の
税金については，当該税額
の発生を記録しないため
に，実務上，２つの場合に
おいて柔軟な取り扱いを容
認する。
税の記録に関して発生主義
ベースを用いていた。
課題３５
表４－２．Ｆ．政府と公的部門に関する取引範囲の詳述②
９３SNA改訂過程の４４項目課題リストに対する勧告と
２００８SNA変更点との関連の考察 ９５
Ｆ５「政府の公的準法人企業に対する例外的支払いを資本移転として扱う」
は，課題３４「公的企業と政府による移転：株式投資及び資本注入による収益」
に関する勧告を反映した変更である。９３SNAでは，政府の公的法人企業に対
する例外的支払いは資本移転として記録されていたが，政府の公的準法人企業
に対する例外的支払いは，持分の追加として記録された。０８SNAでは両者と
も基本的に資本移転として記録するが，収益が期待できる場合には持ち分の追
加とすることになった。
Ｆ６「税の発生主義による記録」は，課題３５「税収，未納税金及び税額控除」
に関する勧告を反映した変更である。９３SNAで税の記録に関してベースとし
て用いていた発生主義によることを再確認するとともに，徴収不能な税金の取
番号 変更点見出し 変更概要 ９３SNAでの表記 備考
Ｆ７
Ａ３．１４６
から
Ａ３．１４７
税額控除
参照：第２２章
２２．９
から
２２．９８
０８SNAは，支払い可能な控
除は，GFSM２００１および歳
入統計の勧告に反するとし
ても，グロス・ベースで記
録することを勧告する。そ
の表示について，ネット・
ベースで税額控除を導出す
ることも認める。
９３SNAでは，税額控除の
扱いに対する指針はな
かった。
課題３５
Ｆ８
Ａ３．１４８
から
Ａ３．１４９
PPP（官民パー
トナーシップ）
が創設した固定
資産の所有権に
関する扱いの明
確化
参照：第２２章
２２．１５４
から
２２．１６３
当該資産の経済的所有者
（法的所有者でなく）が，
民間側パートナーか公的部
門側のパートナーのいずれ
かであるかを決定するため
に，検討されるべき当該契
約の特徴に関して指標とな
るべき指針を提供してい
る。
９３SNAでは，PPPの取り
扱いに対する指針がな
かった。
課題２４
Ｆ９
Ａ３．１５０
保有利得税は，
引き続き所得・
富に課される経
常税として示さ
れる。
参照：第８章
８．６１
０８SNAは，その課税ベース
（実現保有利得）が SNAの
所得定義に含まれないとし
ても，保有利得税を引き続
き所得，富に課される経常
税として示すことを勧告す
る。
９３SNAの保有利得税に
関する取り扱いルール
の継承，精緻化。
課題７
表４－３．Ｆ．政府と公的部門に関する取引範囲の詳述③
９６ 松山大学論集 第２４巻 第４－１号
り扱いについて推計実務上の柔軟な対応を認めることになった。
Ｆ７「税額控除」は，課題３５「税収，未納税金及び税額控除」に関する勧告
を反映した変更である。これまで，税額控除の扱いに対する指針は GFSマニュ
アル（政府財政統計マニュアル）には存在したが，９３SNAには抜け落ちてい
た。０８SNAではじめて指針を提示した。
Ｆ８「PPP（官民パートナーシップ）が創設した固定資産の所有権に関する
取り扱いの明確化」は，課題２４「官民パートナーシップ［PPPs］（BOOT方式
を含む）」に関する勧告を反映した変更である。９３SNAでは，PPPの取り扱い
に対する指針がなかったが，２００８SNAでは当該資産の経済的所有権がいずれ
にあるかを決定するための指標となるべき指針を示している。
Ｆ９「保有利得税は，引き続き所得・富に課される経常税として示される」
は，課題７「保有利得に関する税」に関する勧告を反映した変更である。ただ
し，勧告は９３SNAでの取り扱いを変更しないというものなので，Ｆ９は変更
点として取り扱わない方がよいと思う。
第５章 課題に対する勧告と関連しない変更点と金融危機の関係
以上の考察から，変更点の中には，課題に関連しない以下のような変更点が
あることがわかった。
Ｂ８「非営利団体に対する内訳部門の導入」
Ｅ４「保証の取り扱いの精緻化」
Ｅ７「未上場持分評価の柔軟性」
Ｅ１０「特別引き出し権を負債として認識する」
Ｅ１１「預金と貸付の区別」
これらのうち以下のものは，２００８年のリーマンショック以降に追加され
たものと思われる。２００８SNAの編集者であった Anne Harrisonは SNA News２９
号に掲載された寄稿文（Anne Harrison（２００９））で，２００８年の金融危機の後に
２００８年１１月に開催された AEGの会議で，この危機の経験を踏まえた２００８
９３SNA改訂過程の４４項目課題リストに対する勧告と
２００８SNA変更点との関連の考察 ９７
SNA草稿の修正について検討したことを明らかにしている。その中で，「この
金融危機は，危機によって引き起こされる対処措置を再吟味する適切でタイム
リーな機会であった。危機の状況に於いて政府や中央銀行によるイニシアチブ
のそれぞれが，どのように勘定に記録されるべきかを示すために２００８SNA草
稿上に適切なガイドがされているかどうかを検討することができた。」と述べ
ている。AEGの会議の結論は，草稿に示された指摘が記録に関してはほとん
ど適切なものだったとしているが，若干の精緻化が必要な点があり，保証の取
り扱いの精緻化等の変更がなされたようだ。
光藤（２０１２）においては，「研究・開発」を固定資産とすること等，２００８SNA
の持ついくつかの問題点を論じたが，２００８SNAにはもちろん，前進面も多い。
リーマンショックのような急激な資産変動とそれへの対応を記録する指針を示
したという点は主要な前進面の一つだと言えるだろう。
注
１）２００３年の３４回統計委員会で採択され，２００４年の AEG（Advisory Expert group for the
Update of the System of National Accounts,１９９３）の会議を経て決定された４４の課題に関す
る勧告の中には，いくつかの国から反対の声が上がった項目が５つあった。それは，課題
９「研究・開発」，課題１５「資本サービスのコスト」，課題１６「政府と非市場生産者：自
己所有の資本コスト」，課題１９「軍事支出」，課題４０「加工用財」である。このうち課題
９，１９，４０への勧告はそのままマニュアルに組み込まれたが，課題１６は取り下げられ，
課題１５については，資本サービスの概念を記述した章を設けるが，今回の改定体系の中
には組み込まないことになった。これらに関する議論の詳細は光藤（２０１２）参照。
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